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研究テーマ（発表タイトル） 

ソーシャルビジネスとしての駅ナカビジネスの可能性 

 

※必ず＜企画シート作成上の注意＞を確認してから、ご記入をお願いいたします。 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

わが国では今後急速に人口減少が進むことが予測されており、このことは地域公共交通の経営環境をさらに悪化させ、撤退・縮

小をもたらすと言われています。そこで私たちは減少する収益を補う対策の一つとして行っている駅ナカビジネスに注目しました。阪

急電鉄や JR 西日本などは商業性に特化した駅ナカビジネスという手法により確実に利用客数を伸ばしています。しかしこれにつ

いては駅という場所に期待されている公共性との両立が問題視されています。また、すべての鉄道会社がこの手法を取り入れるこ

とができる訳ではありません。利用者数の規模の格差や法律による制限などがあるからです。私たちは鉄道業界のなかでも私たち

関大生にとりわけ身近な大阪モノレールに着目し、公共性も維持しつつ収益性も見込めるような提案ができないか考えました。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

日本の総人口は 2060 年までに約 39,770 万人減少すると推計されており、このことは地域公共交通のさらなる撤退・縮小を

もたらしかねません。沿線の宅地開発に限界を感じ始めた大手鉄道会社は、駅舎内に商業施設を呼び込んで、利用客を増や

す駅ナカビジネスに着手し、収益を伸ばしています。しかし、私たち関大生にとってとりわけ身近な大阪モノレールに目を向けてみる

と、大阪府の人口は平成 52 年には 163 万人減少し、大阪モノレールの輸送人員は平成 30 年代半ばには長期的に減少傾

向に転ずると見込まれているにも関わらず、駅ナカビジネスを行っていません。 

３．研究テーマの課題 

大手鉄道会社が商業性に特化した駅ナカビジネスを推進しているのに比して、大阪モノレールは利用者の格差、法律の問題など

を背景に大手鉄道会社のような収益性の高い駅ナカビジネスを取り入れることは難しいとされています。将来的に減少される収益

を少しでも補いつつ鉄道の公共性を維持する新しいビジネスが必要だと考えます。 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

私たちは、駅にある普段ミーティングなどに使われている部屋を、それが使用されていない時間に限って、地域住民の方々に貸し

出すビジネスを提案します。8～10 人くらい入れる部屋を低価格で貸し出すことにより、会議室としてだけではなく、英会話教室



や手話教室、柔らかいクッションやぬいぐるみを置くことで幼児が遊ぶことができるスペースなどにも応用できると考えます。このことに

より、公共性と収益性を両立させることができます。利用者側のメリットとして、低価格であること、駅ナカにあるので利便性が高い

ことが挙げられます。 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

私たちははじめ、貸し出す部屋の用途として貸会議室を考えていたので、その市場ニーズを調べるために、大阪郊外の貸会議室

を行っている企業にヒアリング調査を行いました。その結果、客層の大部分を企業が占めており、供給も過剰状態にあることがわか

りました。貸会議室としてだけでは需要が十分に見込めない以上、ターゲットを企業から地域住民の方々へと転換することが必要

になります。そこで住宅地を結んでいる大阪モノレールの特性を逆手にとって、地域住民の方々が気軽に借りることができる料金

設定を設けることによって、空間としての貸し出し、いわゆるモノルームへの需要が見込めるのではないか、と考えました。 

６．結果や今後の取り組み 

普段使われていない時間がある空間を、地域住民の方々に安価に貸し出すことができれば、その空間を通じて地域の子育て支

援や障害者の理解が促進されることを通じて、大阪モノレールはより一層地域とのつながりを確かなものにできるのではないでしょう

か。このような取り組みを全国のモノレール、地域の鉄道などに広めていくことによって鉄道業界における駅ナカビジネスはその本来

の使命である「公共性」と「営利性」の両立、すなわちソーシャルビジネスとしての可能性を高められると考えられます。 
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＜企画シート作成上の注意＞ 

※本企画シートは、「日本語」で書かれたものとし、1 チーム・1 点提出してください。 

※本企画シートの項目に沿って、ご記入をお願いいたします。各項目に文字数制限はありませんが、1~7 以外の項目を追加することは「不可」とさせていただきます。 

※本企画シートは、西日本インカレ事務局への連絡事項と企画シート作成上の注意を含め、3 ページ以内に収めてください。事務局から審査員に渡す際は、A4 サイズでプリント

し、3 ページ目までを渡します。 

※企画内容は、未発表の（過去に他誌・HP などに発表されていない）ものに限ります。ただし、学校内での発表作品は未発表扱いとなります。 
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※書籍や新聞等の文献から引用した場合は、出典先（使用した文献のタイトル・著者名・発行所名・発行年月など）を明記してください。統計・図表・文書等を引用した場合も

同様に明記してください。また、Web サイト上の資料を利用した場合は、URL とアクセスした日付を明記してください。 
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※その他、注意点については「企画シート・パワーポイントの作成および提出について」をご参照ください。 
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